
現計予算額 114,775,177 千円

補　正　額 372,478 千円

【補正額の財源内訳】

国県支出金　55,073千円　　　市債　28,600千円　　　一般財源　288,805千円（うち財政調整基金200,000千円）

補正後の額 115,147,655 千円 （対前年度同期2,462,198千円増、2.2％）

14事業 343,690千円 事業別
概要

○ 107,200千円 P13

○ 1,805千円 P9

○ 109,000千円 P16

○ 78,700千円 P8

○ 5,330千円 P12

○ 2,000千円 P11

○ 10,972千円 P13

○ 7,786千円 P10

3事業 28,788千円 事業別
概要

○ 28,788千円

【繰越明許費】

○ 159,989千円

※詳細は、別紙「令和５年度１２月追加補正予算（案）事業別概要」のとおり

P14.15
県営事業負担金

インバウンド等滞在環境上質化事業費
インバウンド需要を積極的に獲得していくための海外プロモーションや海外向け旅行商品を造成する経費及び観光
事業者の受入環境を構築する費用などを支援する経費

市立保育園完全給食化事業費

市立保育園の完全給食化のために必要な備品などを購入する経費

（２）県営事業負担金（国補正に呼応）

路線バス事業物価高騰対策支援事業費

路線バス事業者に対し事業存続のための補助金を交付する経費

地産地消！地域応援クーポン事業費

地域の買物環境を支える移動販売車と連携した魅力発信や、市内飲食店などを対象としたクーポンを発行する経費

国補正に呼応し前倒して実施する県営事業に対する負担金
（湖山砂丘地区管水路更新、高路地区など11件の急傾斜地崩壊対策事業、宮長工区など2件の県道街路事業）

物産振興体制強化事業費

「とっとり市」割引クーポンキャンペーンに要する経費

キャッシュレス決済促進事業費
市内に店舗を有する中小事業者に対し、キャッシュレス決済に対応した端末などの導入を支援する経費
（補助上限10万円、補助率2/3）

２　一般会計補正予算の主な内容

国の経済対策に呼応するためなどにより繰越する事業　１０事業

再エネ・省エネ設備導入事業費
エネルギー価格高騰の影響を受けている中小事業者による省エネルギー設備への更新などを支援する経費
（補助上限500万円、補助率1/3など）

障害福祉事業所物価高騰対策応援金

物価高騰の影響を受けている障害福祉事業所に応援金を支給する経費

令和５年１２月８日

令和５年度１２月追加補正予算（案）の概要

１　一般会計補正予算

(1)

（１）物価高騰対策

(2)

(3)

 国の「デフレ完全脱却のための総合経済対策」に速やかに呼応し、物価高により厳しい状況にある
生活者、事業者への支援などの取り組みを切れ目なく行うための経費を提案する補正予算です。


